
２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

―

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

高齢者福祉の総合的な相談及び各種受付事務

負担金の有無

３　【年度目標】

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

相談・受付件数

高齢者福祉の総合的な相談及び各種受
付事務
・いきいきふれあい通所事業
・老人クラブ事業
・敬老事業
・軽度生活援助事業
・緊急通報システム事業
・愛の定期便事業
・家族介護者への支援事業
（各事業の詳細については高齢福祉課
参照）

予
算
科
目

会計
一般 民生費

４　【事業費の内容（決算額）】

H27事業計画

件

件

実施手法

28年度（計画）

【DO】事務事業の実施

23年度（実績）単位

千円

10,532

10,5001.400

32

件

総
合
計
画

継続

項

補助率

件

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

・各事業の相談
・各申請の受付
　受付後の事務処理
・岩間地区高齢者クラブへの事業支援

左に同じ

根拠法令高齢者福祉費

義務的事業

対
象
指
標

3,000

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

高齢者福祉の推進
申請・相談等を最寄の支所で受付けることにより迅速
に必要なサービスを利用できるようにする。

高齢者福祉にかかる申請受付相談事務

目
高齢者福祉標準的事業

細目名 関連計画

２　高齢者福祉
３　元気あふれる生活の推進

事
業
期
間

開始年度

補助金の有無

32

32

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名
評価区分

評価外事業

1

終了年度

平成27年3月31日
岩間支所　福祉課

記入日
所属部課名

―

H18年度 単年度繰返し

補
助
単
独
区
分

新規・継続

共催者・関係団体

所管省庁

主に岩間地区に住居を有する高齢者

相談・受付件数

26年度（実績）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
利用予定者（延べ件数）

千円国庫支出金

事業費

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア） 32

千円

124

単位

一般事業費
　旅費　32千円

27年度（計画） 29年度（計画）24年度（実績） 25年度（実績）

H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ

196 79

196

1.400

79 32

1.58 11,850 1.58 11,850 1.34

124

10,50010,013

千円

千円 10,50010,013 10,500

12,046 11,929

10,500

2,800

23年度（実績）

11,850

24年度（実績）

10,532

11,850

2,800

10,532

25年度（実績） 26年度（実績）

2,766

10,137

2,850

32

1.400

3,000

10,5001.400

32 32

10,500

10,532

10,500

2,850成
果
指
標

2,800

28年度（目標）

3,000

27年度（目標）

3,000

3,000

3,000

2,766

3,000 3,000

2,800

事業費及び指標の推移

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

款

3,000

2９年度（目標）

3,000

3,000

3,000

千円

社会福祉費

千円

財
源
内
訳

人件費計（イ）

人
件
費 他課の協力分

千円

千円

時間外

県支出金

件利用予定者（延べ件数）

千円

千円

件

単位

千円

3,000

指標区分

相談・受付件数
活
動
指
標

相談・受付件数

事
業
費

嘱託臨時

職員割合

地方債

その他

トータルコスト（ア）＋（イ）



その他

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

総合評価

今後の方向性
評価理由

【CHECK】事務事業の一次評価

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

④取組状況

名称

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　 　適切である

　 　見直しの余地がある



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

事
業
期
間

開始年度

評価区分

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

老人福祉センター運営事業

２　高齢者福祉
２　生きがいに満ちた生活の推進

新規・継続

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

人施設利用者数

実施手法

11,88910,571 10,251

事業費及び指標の推移

目
的

11,27911,279

事
業
費

10,571 10,251

24年度（実績）

975

H27事業計画

指定管理業務

時間外

千円

千円

千円

28年度（計画） 29年度（計画）

11,279 11,279

11,889

750.13

26年度（実績）

千円

千円

千円

千円

事業費 単位

【DO】事務事業の実施

975

11,226

975

11,546

千円

千円

千円

指定管理業務

一般財源

事業費計（ア）

地方債

その他

指定管理業務

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

国庫支出金

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

総
合
計
画

0.01075

根拠法令

27年度（計画）25年度（実績）

0.01

目
社会福祉施設費社会福祉費

750

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

県支出金

7,000 7,000

11,279

2９年度（目標）

11,35411,354

11,27911,279

28年度（目標）

11,279

0.010

6,206

0.100

11,964

活
動
指
標

25年度（実績）

75

75 750 0.100 750

23年度（実績）

0.13 975

23年度（実績） 24年度（実績）

75 75

26年度（実績）

①対象
(働きかける相手・もの）

④
対象
指標

老人に対して、各種の相談に応ずるとともに、健康の
増進、教養の向上及びレクリエーションのための便宜
を総合的に供与し、もって明るい生活を営ませる。

指定管理業務

福祉センターいわまの管理に関する
指定管理協定を社会福祉協議会と
締結し、社協岩間支部が管理運営を
行なっている。
　月曜日：配食サービス
　火曜日：いきいき活動通所事業
　水曜日：いきいき活動通所事業
　木曜日：一般開放日
　金曜日：いきいき活動通所事業

予
算
科
目

会計
一般 民生費

款 項

人

単位

施設利用者数

５　事務事業の目的と手段

一般市民ほか

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

○
４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
―

３　【年度目標】

老人福祉センター運営事業（岩間支所）

すべて委託
負担金の有無

Ｓ53 単年繰返し 共催者・関係団体

事務事業番号
事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

2

評価事業

高齢者福祉計画・介護保険事業計画
笠間市老人福祉センターの設置及び管理に関する条例

関連計画

補助率

細目名

終了年度

平成27年3月31日
岩間支所　福祉課

―

所管省庁政策的事業

市単独

記入日

補
助
単
独
区
分

所属部課名

―

継続

成
果
指
標

7,0005,499 5,844 7,000

指定管理業務

指定管理業務

H28事業計画
運営事業に関する指定管理委託事
務

左に同じ 左に同じ

12,029

750

⑤
成果
指標

12,029

27年度（目標）

手
段

１　【事務事業の全体概要及び背景】

対
象
指
標

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

H29事業計画

委託料　　　11,279,000円利用者数指定管理者基本協定の締結（Ｈ２５年度からＨ２９年度まで）
運営事業に関する指定管理委託事務

教養、健康管理、趣味活動等の開催



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

老人福祉事業を行う上で必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

福祉事業に係る支所での受付相談業務は必要である。
一般開放の利用者が増加した。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
指定管理者により、適正に事業が行われている。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

名称

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

高齢者の介護予防の増進のため、引続き事業を進める必要がある。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持資源配分

高齢者の介護予防の増進のため、現行どおり継続すべきである。

【PLAN】事務事業の計画

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

１　【事務事業の全体概要及び背景】

⑤
成果
指標

根拠法令

介護認定申請受付人数

介護保険にかかる申請・相談受付
主治医意見書の発送
訪問調査日程調整及び調査委託
介護認定審査会事務

70

2９年度（目標）

岩間地区介護認定申請予定者数

介護保険法

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

3
記入日

所属部課名

評価区分

目 細目名 笠間市高齢者福祉計画介護保険事業計画

負担金の有無

左に同じ

義務的事業

0.52

48

会計

単位

件

人

人

介護保険料の電話・訪問による催促件

５　事務事業の目的と手段

介護認定申請受付人数

0.500

目
的

④
対象
指標

人
①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

対
象
指
標

3,7500.500

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

【DO】事務事業の実施

介護保険にかかる申請・相談等を最寄の支所で受付
けることにより迅速に必要なサービスを利用できるよう
にする。

回手
段

⑥
活動
指標

23年度（実績）

財
源
内
訳

千円

共催者・関係団体

29年度（計画）

介護保険利用者に満足度の高い
サービスを提供する。また保険財政
の健全化を図るため、保険料の適正
な賦課と徴収に努める。
（各事業の詳細については高齢福祉
課参照）

予
算
科
目

総
合
計
画

小政策

単位

関連計画

３　【年度目標】

岩間地区の介護保険にかかる申請・相談業務
　　〃　　　  主治意見書の発送
　　〃　　　　訪問調査日程調整及び調査委託
　　〃　　　　介護保険料の電話・訪問による催促
介護保険認定審査会事務

実施手法

４　【事業費の内容（決算額）】

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
―

終了年度

Ｈ１８年度 単年繰返し

開始年度
新規・継続

事
業
期
間

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

介護保険にかかる申請受付事務

２　高齢者福祉
４　充実した介護を受けられる生活の確保

事務事業番号

施策
小施策

評価外事業

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

岩間支所　福祉課

市単独

――

款

補助金の有無

件
介護認定審査会出席回数

その他介護保険関係申請受付

事業費及び指標の推移

27年度（計画） 28年度（計画）

主に岩間地区に住所を有する介護保険被保険者

8,250

25年度（実績）

3,870

3,870

0.500 3,750

0

3,750

3,750 3,750

3,750 3,750

405

3,750

8,250

480

3,870 3,750

3,750 0.500 3,750

0 0

成
果
指
標

600

500500

活
動
指
標

500

600

24

27870

488

8,250トータルコスト（ア）＋（イ）

件

件

人

介護認定申請受付人数

23年度（実績） 24年度（実績）

8,250

500

500

3,750

600

70

500

10

24

615

50 70

24

28年度（目標）

24

500

26年度（実績） 27年度（目標）

48

500

48

439

500

610

500

600550

介護認定審査会出席回数

千円

千円

500500

直営

26年度（実績）

1.10

0

8,250 1.10 8,250

項

千円

事業費

時間外

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人
件
費 他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

地方債

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他 千円

千円

介護保険料の電話・訪問による催促件数

回

人

千円

岩間地区介護認定申請予定者数

その他介護保険関係申請受付

指標区分 単位

人

0 0 0

500439 500

千円

405488

H27事業計画

介護認定申請受付人数

H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ



　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

③前年度の改革・改善案

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

資源配分

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

１　【事務事業の全体概要及び背景】

⑤
成果
指標

社会福祉費 社会福祉総務費 根拠法令

定例会出席率

民生委員事業

定例会、研修会の実施
笠間市連合民生委員児童委員協議会補助金

2９年度（目標）

民生・児童委員

民生委員法

１要援護者に対
する実態把握
２地域や関係諸
機関との連帯強
化
３全体及び事項
別・分散会研修の

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

4
記入日

所属部課名

評価区分

目 細目名

負担金の有無

左に同じ

政策的事業

0.87

会計
一般

単位

回

％

５　事務事業の目的と手段

地区民児協定例会・研修会

0.870

目
的

④
対象
指標

人
①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

対
象
指
標

6,5250.870

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

【DO】事務事業の実施

住民福祉の向上と民生・児童委員の識見の向上を目
指す

手
段

⑥
活動
指標

23年度（実績）

財
源
内
訳

千円

共催者・関係団体

29年度（計画）

民生委員がその職務に関し、相互の
研究と向上に努めるとともに、福祉事
務所やその他の関係機関と緊密な
連携を保ち、もって地域社会の福祉
増進に資する。

予
算
科
目

総
合
計
画

小政策

単位

関連計画

３　【年度目標】

一般事業費
　旅費　51千円

（１）定例民児協（総会・勉強会・支部別分散会）
（２）運営委員会の開催（年４回）
（３）事項別研修会の実施（生保・障害・児童・母子、高齢）
（４）小・中学校訪問
（５）県外研修の実施
連合民児協
総会・事項別合同研修会・役員会・全体研修会

実施手法

４　【事業費の内容（決算額）】

民生委員・児童委員
協議会

民生費

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
○

終了年度

平成18年度 単年度繰返し

開始年度
新規・継続

事
業
期
間

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

民生委員事業（岩間地区）

１　地域福祉
１　住民参加による地域福祉の推進

事務事業番号

施策
小施策

評価事業

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

岩間支所　福祉課

市単独

○○

款

補助金の有無

事業費及び指標の推移

27年度（計画） 28年度（計画）

岩間地区民生委員・児童委員

51

6,375

25年度（実績）

6,518

6,518

51

0.870

51

6,525

0

6,525

6,576 6,576

6,525 6,525

22

6,576

6,375

22

6,518 6,525

6,525 0.870 6,525

51 51

成
果
指
標

3232

活
動
指
標

32

22

6,375トータルコスト（ア）＋（イ）

人

地区民児協定例会・研修会

23年度（実績） 24年度（実績）

6,375

32

22

6,576

22

28年度（目標）

22

26年度（実績） 27年度（目標）

32

22

32 32

千円

千円

9595

直営

26年度（実績）

0.85

0

6,375 0.85 6,375

項

千円

事業費

時間外

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人
件
費 他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

地方債

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他 千円

千円

回

千円

民生・児童委員

指標区分 単位

％

0

51

51 51

9595 95

千円

9595

H27事業計画

定例会出席率

H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ



　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

③前年度の改革・改善案

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

各地区ごとに民生委員が配置され、要援護者からの相談、見守り、援助等幅広い活動を
担っている。

平成25年12月に一斉改選が実施され、依然として一人暮し高齢者を取り巻く環境は厳しい状況にある。行政とのパイプ役である民生・児童委員の活
動も益々多忙となることが予想される。

現  状  維  持

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

現行どおり継続
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

高齢化社会において、行政からの調査、報告事務が増加し、民生委員活動が益々多忙と
なる。

一次評価結果

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

今後ますます一人暮し高齢者等が増加する中で、行政とのパイプ役等必要性は非常に高
い。

フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

費用弁償費、補助金を交付することにより運営が可能となっている。

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

高齢化社会において、行政からの調査及び高齢者世帯の見守り活動、
社会福祉協議会のボランテｲア活動等、民生委員活動が益々多忙とな
る。

その他

資源配分

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

１　【事務事業の全体概要及び背景】

⑤
成果
指標

社会福祉費 社会福祉総務費 根拠法令

相談・受付件数

社会福祉総務費標準的事業

社会福祉の総合的な相談及び各種受付事務

2９年度（目標）

利用予定者

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点

事務事業性質
―

5
記入日

所属部課名

評価区分

目 細目名

負担金の有無

左に同じ

政策的事業

0.37

会計
一般

単位

件

件

５　事務事業の目的と手段

相談・受付件数

0.400

目
的

④
対象
指標

件
①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

対
象
指
標

3,0000.400

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

24年度（実績） 25年度（実績）

【DO】事務事業の実施

社会福祉の増進
申請・相談等を最寄の支所で受付けることにより迅速
に必要なサービスを利用できるようにする。

手
段

⑥
活動
指標

23年度（実績）

財
源
内
訳

千円

共催者・関係団体

29年度（計画）

社会福祉の総合的な相談及び各種
受付事務
・遺族会関係事務
・戦傷病者援護事務
・日本赤十字社事務
・人権擁護委員協議会事務
・生活保護相談及び給付事務
・住宅支援給付事務
・災害見舞金・弔慰金支給事業
（各事業の詳細については社会福祉
課参照））

予
算
科
目

総
合
計
画

小政策

単位

関連計画

３　【年度目標】

一般事業費
　旅費　2千円

・各事業の相談
・各申請の受付
　受付後の事務処理
・各団体の岩間地内活動の支援

実施手法

４　【事業費の内容（決算額）】

民生費

重要事務事業
総合計画実施計画

継続
―

終了年度

H18年度 単年度繰返し

開始年度
新規・継続

事
業
期
間

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策 ３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります

社会福祉にかかる申請受付相談事
務

１　地域福祉
１　住民参加による地域福祉の推進

事務事業番号

施策
小施策

評価外事業

平成27年3月31日

補
助
単
独
区
分

所管省庁

補助率

岩間支所　福祉課

市単独

――

款

補助金の有無

事業費及び指標の推移

27年度（計画） 28年度（計画）

主に岩間地区に住居を有する者

5,925

25年度（実績）

2,760

2,855

2

0.400

2

3,000

96

0

3,002 3,002

3,000 3,000

1,046

3,002

5,925

1,100

2,760 3,000

3,000 0

2 0

成
果
指
標

1,2001,200

活
動
指
標

1,200

1,050

6,024トータルコスト（ア）＋（イ）

件

相談・受付件数

23年度（実績） 24年度（実績）

6,021

1,100

0

28年度（目標）

1,100

26年度（実績） 27年度（目標）

1,200

1,050

1,200 1,200

千円

千円

1,100

96

直営

26年度（実績）

0.79

99

99

5,925 0.79 5,925

項

千円

事業費

時間外

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人
件
費 他課の協力分

職員割合

千円嘱託臨時

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

地方債

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

その他 千円

千円

件

千円

利用予定者

指標区分 単位

件

95

2

2

95

2

1,1001,050 1,100

千円

1,0461,050

H27事業計画

相談・受付件数

H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ



　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

全体総括（振り返り，反省点）

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

効
率
性
評
価

③前年度の改革・改善案

必
要
性
評
価

必要性

有効性

効率性

【ACTION】事務事業の改革・改善

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

④取組状況

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

有
効
性
評
価

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【CHECK】事務事業の一次評価

評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

フォローアップ　前年度の課題や問題点

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価

今後の方向性

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

その他

資源配分

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

政策総
合
計
画

政
策
体
系

小政策
施策

小施策

千円

地方債事
業
費

38

38 30

30

時間外

千円

千円

件

千円

事務事業番号

―

6

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点事務事業名

評価区分

総合計画実施計画

事務事業性質
重要事務事業

相談・受付件数

評価外事業
障害者福祉にかかる申請受付相談
事務

件

件

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

事業費 単位

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

相談・受付件数

千円

千円

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

6,638

26年度（実績）

活
動
指
標

6,754

753

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

その他

696

6,630

6,600

6,775

24年度（実績）

720

千円

735

根拠法令

750750

4

675

750

6,754

4

0.900

750

679

28年度（目標）

補助金の有無

27年度（計画）

一般事業費
　旅費　4千円

適切な処理

26年度（実績）

事業費及び指標の推移

目
的

――直営
実施手法

３　【年度目標】

件

４　【事業費の内容（決算額）】

29年度（計画）

753

750

750

27年度（目標）

6,754

750

750

0.090

6,7506,750

2９年度（目標）

4

6,750

40

0.900

4

0.900

6,7356,600

0.88 6,600

23年度（実績）

対
象
指
標

696成
果
指
標

利用予定者

6,750

6,7350.90 6,750

700

440

6,750

25年度（実績）

0.88 6,600

4

675

4

件

・各事業の相談
・各申請の受付
　受付後の事務処理

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ 左に同じ

28年度（計画）

負担金の有無

23年度（実績）

予
算
科
目

会計
一般 民生費

24年度（実績）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

項 細目名
障害者福祉費

障害者福祉の増進
申請・相談等を最寄の支所で受付けることにより迅速
に必要なサービスを利用できるようにする。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

社会福祉費 障害者福祉費標準的事業

①対象
(働きかける相手・もの）

相談・受付件数

25年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

障害者福祉の総合的な相談及び各
種受付事務
・身体障害者手帳交付事務
・障害者自立支援事業
・心身障害者扶養共済事業
・特別障害者手当給付事業
・難病患者見舞金給付事業
・地域生活支援事業
・障害者厚生医療給付事業
・障害児親子通園事業
・在宅心身障害児福祉手当事業
・障害児通園施設運営事業
・重度障害者住宅リフォーム助成事
業
（各事業の詳細については社会福祉
課参照）

相談・受付件数

単位
利用予定者

件

④
対象
指標
⑤

成果
指標

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

主に岩間地区に住居を有する障害者

H18年度 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

新規・継続

平成27年3月31日

目

３　障害者福祉
２　総合的な自立及び社会参加の支援

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

継続

款

岩間支所　福祉課

―

事
業
期
間

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

３　支えあい、心がかよう福祉環境をつくります 終了年度
補助率

開始年度

記入日
所属部課名

手
段

障害者福祉の総合的な相談及び各種受付事務

750

750

4

700700

720 735



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

フォローアップ　前年度の課題や問題点

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善

名称

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【CHECK】事務事業の一次評価



２　【H26事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

政策総
合
計
画

政
策
体
系

小政策
施策

小施策

千円

地方債事
業
費

39

39 43

43

時間外

千円

千円

件

千円

事務事業番号

―

7

実施計画・事務事業評価共通調書

後期基本計
画重点視点事務事業名

評価区分

総合計画実施計画

事務事業性質
重要事務事業

相談・受付件数

評価外事業
児童福祉にかかる申請受付相談事
務

件

件

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

事業費 単位

財
源
内
訳

人件費計（イ）

国庫支出金

県支出金

相談・受付件数

千円

千円

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

9,714

26年度（実績）

活
動
指
標

7,500

1,990

トータルコスト（ア）＋（イ）

千円

その他

1,960

9,718

9,675

7,630

24年度（実績）

1,955

千円

1,987

根拠法令

2,0002,000

0

7,500

2,000

7,500

0

1.000

2,000

7,500

28年度（目標）

補助金の有無

27年度（計画）26年度（実績）

事業費及び指標の推移

目
的

――直営
実施手法

３　【年度目標】

件

４　【事業費の内容（決算額）】

29年度（計画）

2,000

2,000

2,000

27年度（目標）

7,500

2,000

2,000

1.000

7,5007,500

2９年度（目標）

0

7,500

47

1.000

0

1.000

7,5839,675

1.29 9,675

23年度（実績）

対
象
指
標

1,960成
果
指
標

利用予定者

7,500

7,5831.01 7,500

2,000

047

7,500

25年度（実績）

1.29 9,675

0

7,500

0

件

・各事業の相談
・各申請の受付
　受付後の事務処理
・岩間小中学校区内の児童相談
・岩間地区内の児童扶養手当て不正受給者調査

H27事業計画 H28事業計画 H29事業計画
同上 左に同じ 左に同じ

28年度（計画）

負担金の有無

23年度（実績）

予
算
科
目

会計
一般 民生費

24年度（実績）

１　【事務事業の全体概要及び背景】

項 細目名
児童福祉費

児童福祉の増進
申請・相談等を最寄の支所で受付けることにより迅速
に必要なサービスを利用できるようにする。

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

社会福祉費 児童福祉費標準的事業

①対象
(働きかける相手・もの）

相談・受付件数

25年度（実績）

５　事務事業の目的と手段

【DO】事務事業の実施

児童福祉の総合的な相談及び各種
受付事務
・保育所入所事務
・子育てサポート事業
・家庭児童相談事業
・要保護児童対策事業
・児童クラブ推進事業
・児童手当事業
・児童扶養手当事業
・地域子育て支援拠点事業
・母子生活支援施設入所措置事務
（各事業の詳細については子ども福
祉課参照）

相談・受付件数

単位
利用予定者

件

④
対象
指標
⑤

成果
指標

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

主に岩間地区に住居を有する児童等

H18年度 単年度繰返し 共催者・関係団体

補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

新規・継続

平成27年3月31日

目

１　子ども・子育て支援
１　保育内容の充実

関連計画

【PLAN】事務事業の計画

継続

款

岩間支所　福祉課

―
市単独

事
業
期
間

３　共に支えあい，健やかに暮らせるまちづくり 〔健康・福祉〕

１　安心して子どもを生み育てることができる環境をつくります 終了年度
補助率

開始年度

記入日
所属部課名

手
段

児童福祉の総合的な相談及び各種受付事務

2,000

2,000

0

2,0002,000

1,955 1,987



事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

福祉事業に係る支所での受付相談業務は必要である。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

③前年度の改革・改善案

フォローアップ　前年度の課題や問題点

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

【ACTION】事務事業の改革・改善

名称

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

総合評価

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

【CHECK】事務事業の一次評価


